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第 1 章 将来を見据えた「地域づくり」の提案 

１-１ 守谷市の「人口変化」と「まちづくり」の現状 

 平成 27 年国勢調査の結果※1によると，全国の総人口は 127,094,745 人で，前回に

比べて 962,607 人，0.8％の減少となりました。年齢別３区分人口の構成比は，15 歳

未満人口 12.6％，15 歳から 64 歳人口 60.7％，65 歳以上人口 26.6％となっており，

少子高齢化による人口減少社会が到来したと言えます。 

 本市の人口については，つくばエクスプレス開業の平成 17 年度以降に急増しまし

たが，現在の人口増加はかなり鈍化しています。既に松並土地区画整理事業も竣工し

ており，今後の人口は，転入超過数※2も横ばいとなり，十数年後に人口減少へ転じる

ことが予想されています。各地区別の年齢別人口を見ても，将来，急激な高齢化や少

子高齢化による人口減少が想定される地区が多くあり，自然増も多くは見込めない状

況にあります（参考１参照）。 

本市のまちづくりについては，平成 18 年度に「守谷市協働のまちづくり推進条例」

を制定した上で，「協働のまちづくり※3」を掲げ，住民・公益活動団体・事業者・行政

が一体となりまちづくりを進めてきました。 

一方，国においても，第 27 次地方制度調査会※4答申（平成 15 年 11 月 13 日）「今

後の地方自治制度のあり方に関する答申」において，「住民やコミュニティ組織，NPO

その他民間セクターとも協働し，相互に連携して新しい公共空間を形成していくこと

を目指すべき」との記載があり，協働による分権型社会の推進が求められてきました。

近年においては，内閣官房まち・ひと・しごと創生本部において，「地域の課題解決の

ための地域運営組織に関する有識者会議」が開催され，平成 28 年 12 月に地域運営組

織に関する最終報告書が取りまとめられました。この報告書の中では，これまでの市

全域を見渡す「まちづくり」という範囲より，「地域づくり」・「地域運営組織」という，

より小さな範囲での取組の必要性が取り上げられました。 

 「人口構成」や「まちづくりの考え方」が変化していく中で，本市においても，少

                                                   
※1 令和 2年度国勢調査の人口速報集計結果によると，全国の総人口は 126,227,000 人で，前回

に比べて 868,000 人，0.7%の減少となり，人口減少に歯止めがかからない状況にあります。 
※2 転入超過とは，一定期間における転入数が転出数を上回っている状態を言います。転入超過

数は，「転入数－転出数」により算出します。 
※3 「協働のまちづくり」とは，住民，公益活動団体，事業者及び市がその自主的な行動のもと

に，お互いに良きパートナーとして連携し，それぞれが自己の知恵及び責任においてまちづ

くりに取り組むことを言います。 
※4 内閣総理大臣の諮問に応じ，地方制度に関する重要事項を調査審議するため，内閣府の附属

機関として設置される組織です（地方制度調査会設置法）。 
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子高齢化による人口減少という課題へ迅速かつ的確に対応し，将来にわたって活力あ

る地域社会を形成していくために，「行政主導のまちづくり」から，より協働のまちづ

くりを推し進め，地域や住民が主役となる「地域主導・住民主導のまちづくり」に転

換する必要があると考えています。 

[参考１]地区別人口構成（資料：守谷市人口ビジョン） 

◎持続性の期待できる地区（北守谷地区，南守谷地区） 

北守谷地区や南守谷地区は，比較的長い時間を掛けて住宅地としての開発が進んでき

たこともあり，各年齢層が比較的均衡して所在し，短～中期的には持続的な地区の維持

が期待できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎将来的には急激な高齢化が生じる懸念のある地区（守谷地区，美園地区） 

守谷地区や美園地区は，一定時期に集中して住宅地としての開発が進んだことから，

極めて特定の層に人口が偏っており，時間の経過とともに急激な高齢化が生じる懸念が

あります。 
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 現時点で中心的な年齢層が高齢者層及びその子ども（中年層）となっており，比較的

近い将来において超高齢化・人口減少となる懸念があります。 
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１-２ 「人口変化」が地域に与える影響 

 将来，人口の減少・少子高齢化の一層の進展によって，住民生活や地域経済，行政

運営に発生する影響について，以下のような事象が予想されます。 

 

■住民生活への影響 

・ 人口や世帯数の減少により，空き家の増加が懸念されます。市街化調整区域にお

ける既存住宅の空き家化，昭和時代に開発された住宅団地内での空き家発生，老

朽アパートの入居率低下などの問題が顕在化すると予想されます。また，空き家・

空き地の発生・増加により，住環境や防犯面への悪影響も懸念されます。 

・ 人口減少により，高齢者向けサービス等を除く各種産業・サービスにおいて，需

要減少（市場縮小）が見込まれます。これに伴い，地域内の商業・サービス施設

の減少などが発生することで，住民の生活利便性が低下する懸念があります。 

・ 高齢者（交通弱者）の増加により，地域内での移動手段の確保など新たな生活必

需系サービスの必要性が高まると予想されます。 

・ 高齢化の進展により，地域コミュニティの担い手不足が懸念されます。 

 

■地域経済への影響 

・ 人口減少により地域内の需要（市場規模）が縮小し，これに伴って，特に住民に

便益を提供することが主たる事業である第 3 次産業（サービス産業）を中心に，

経済規模・活力の低下が懸念されます。結果として，商業施設等が減少する一方

で，空き店舗の増加が懸念されます。 

・ 主たる働き手である生産年齢人口が減少することで，既存事業所における従業者・

労働力の確保が難しくなる懸念があります。 

 

■行政運営への影響 

・ 人口減少と経済活動の縮小等により，税収の減少が懸念されます。一方で，都市

基盤・インフラの維持・更新，高齢化の進展による社会保障費の増大といった歳

出増加と相まって，財政運営の困窮が懸念されます。 

・ 地域コミュニティの縮小・活力低下により，社会的コストの行政負担が増大する

懸念があります。 
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１-３ 守谷市が思い描く「理想の地域づくり」 

本市においても，ライフスタイルや個々のニーズの多様化，少子高齢化・人口減少

等の社会環境の変化によって，地域のつながりの希薄化が進むとともに，地域コミュ

ニティの担い手不足が懸念されます。さらに，生産年齢人口減少による税収の減，各

公共施設が更新（改修等）の時期を迎えることから財政は非常に厳しく（参考３参照），

これまでのように均一・画一的な行政運営は難しい状況にあります。 

このような状況を踏まえ，本市においては，将来を見据え「住民と行政」との連携

作業という「協働のまちづくり」にとどまらず，「住民同士」，「住民と団体・事業所等」

もっと幅の広い「協働のまちづくり」を進めるとともに，市全域を見渡す「行政主導

のまちづくり」ではなく，より小さな範囲である「地域」において，各地域の特性を

捉え，地域や住民が主役となる「地域主導・住民主導のまちづくり」に転換する必要

があると考えています。 

「地域主導・住民主導のまちづくり」に転換していくことで，市全域における課題

のみならず，各地域における課題に対応し，将来にわたり活力ある地域社会を形成し

ていくことができ，本市が思い描く，さらには地域や住民が思い描く「理想の地域づ

くり」の実現につながります。 

守谷市が思い描く「理想の地域づくり」 

 本市が思い描く「理想の地域づくり」は，地域や住民自らが「地域の活性化」

や「地域課題の解決」に向け，自らが決定し，実行することです。 

 

 [参考３]守谷市の財政状況（貯金残高の推移予測） 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 今後，市の借入金残高は減少することが予測されますが，その一方で生産年齢人口減少による税

収の減，各公共施設が更新(改修等)の時期を迎えることから財政は非常に厳しい状況にあります。 

【財政調整基金とは】 

年度間の財源不足に備えるため，基金として積

み立て，財源が不足する年度に活用する目的の基

金です。 

 

【公共公益施設整備基金とは】 

公共公益施設を整備・改修するために，基金と

して積み立て，必要な時期に活用する基金です。 
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１-４ 将来を見据えた「地域づくり」の提案 

近い将来に直面するであろう「人口減少・少子高齢化の進展」や「財政状況の悪化」

といった市全域の課題のみならず，「地域コミュニティの担い手不足」，「地域活力の

低下」のような各地域における課題に対応するためには，「行政主導のまちづくり」か

ら，地域や住民が主役となる「地域主導・住民主導のまちづくり」に転換し，市と地

域や住民が，共に思い描く「理想の地域づくり」を実現することが必要です。その手

段として，平成３０年１月に，将来を見据えた「地域づくり」の提案をさせていただ

きました。 

すでに各地区において，「まちづくり協議会」が設立され，様々な活動を実施いただ

いており，この現状を踏まえ，改めて「将来を見据えた「地域づくり」の考え方～ま

ちづくり協議会設立の提案から“展開”へ～」と称し，市の考え方を示します。 
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協働によるまちづくり 

様々なまちづくり分野（福祉・防災・防犯・環

境・青少年育成・文化振興・生涯学習）をつな

ぎ，地域の活性化・課題を解決する組織です。 

第 2 章 「まちづくり協議会」の設立 

２-１ 「まちづくり協議会」とは 

 各地区に設立している「まちづくり協議会」は，一定のまとまりのある地域におい

て，居住する住民や地域に存在する様々な団体※1，事業者等が，それぞれの目的や活

動を尊重し合い，連携・協力することで地域を活性化させるとともに，地域のことは

地域で考え，地域が対応できる課題は協働して，その解決を図っていくことができる

組織です。 

また，本市では，地域福祉活動計画に基づき，各地区実行委員会が様々な取組を実

施していたことから，この各地区実行委員会に，より多くの団体等を取り込み，自治

会・町内会と連携することで「まちづくり協議会」へと“発展・拡大”して設立され

ています。 

【まちづくり協議会のイメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
※1 福祉分野に関する団体のみならず，「防災・防犯・環境・青少年育成・文化振興・生涯学習」

等，様々な分野において活動している団体を想定しています。 

福祉サービス 

事業所 

社会福祉協議会 

支部役員・事務局 

民生委員 

児童委員 

地域住民 

（自治会・町内会） 地域福祉活動計画 

実行委員会 

地域福祉の推進 

住民が住み馴れた地域で，安心して生

きがいを持って暮らすことができる

よう共に支え合い・助け合い，幸せに

暮らす地域づくりを目指します。 

 防犯連絡員 

消防団 

ＮＰＯ 

ボランティア 

学校・PTA 

子ども会 

事業者・企業 

商 工 会 

自治会 

町内会 

シニアクラブ 
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「まちづくり協議会」へ発展・拡大 

守谷市が思い描く「理想の地域」 

【まちづくり協議会の設立イメージ図(地区によって設立経過は異なります)】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域福祉活動計画実行委員会 

団体 自治会・町内会 事業者等 

参画 参画 参画 

「“つながる”ことで“新たな協働”が生まれます」 

地
域
担
当
職
員 

市 

連絡調整等 

支援・連携・協働 

地
域
福
祉
活
動
計
画
の
推
進 

地
域
の
課
題
解
決 

実施 

地域福祉活動計画実行委員会 

団体 自治会・町内会 事業者等 

地域の課題解決・活性化 

まちづくり協議会 

地域福祉活動計画実行委員会 

 

 

 

 

 

 

団体 

自治会・町内会 

事業者等 

市
・
支
援
担
当
職
員 

①人的支援 

②財政支援 

③活動拠点支援 

地
域
福
祉
活
動
計
画
の
推
進 

地
域
の
課
題
解
決 

地
域
の
活
性
化 

“まちづくり” 
実施 

“まちづくり”を実施することで… 

設立前 

設立に向けた取組 

設立後 

“ベストマッチ”した支援 

市 

将来を見据えた「地域づくり」の提案 
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防犯連絡員 

消防団 

ＮＰＯ 

ボランティア 

学校・PTA 

子ども会 

事業者・企業 

商 工 会 
地域福祉活動計画 

実行委員会 

自治会 

町内会 

シニアクラブ 

【まちづくり協議会設立前・設立後のイメージ図(地区によって異なる部分があります)】 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・・・ 現状（設立前） ・・・ 

[各種団体と住民が，それぞれバラバラに関わりあっている状態] 

・・・ 設立後 ・・・ 

[各種団体をつなぎ，相互補完しながら住民と重層的に関わりあう状態] 

一定のまとまりのある地域 

Ａ地区・Ｂ地区・Ｃ地区 

住 民 

自治会 自治会 自治会 子ども会 子ども会 子ども会 

Ａ地区 

住民 

Ｂ地区 

住民 

Ｃ地区 

住民 

防犯連絡員 消防団 

ＮＰＯ 

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体 

特定の住民 

事業者 

企 業 

商工会 

イベント等 

地域福祉活動計画 

実行委員会 
学校・PTA 

[問題点] □1情報を共有できない□2地域総意で地域づくりを進めることができない 

□3活動範囲が限定される □4活動の担い手が確保できない  

□5団体や住民同士の連携が容易ではない□6協議する機会（場）がない 

地区別地域福祉活動計画実行委員会により多くの団体等を取り込み，「つながる」ことで

“新たな協働”を生み出し，問題点を解決する主体となり，場となることができます。 

“新たな協働” 

“新たな協働” 
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２-２ 「まちづくり協議会」設立の目的 

「まちづくり協議会」は，「地域の活性化」や「地域課題の解決」などに地域一体と

なり取り組み，「行政主導のまちづくり」から「地域主導・住民主導のまちづくり」に

転換・実現させる組織です。 

「まちづくり協議会」設立の具体的な目的を以下に掲げます。これらの具体的な目

的は，「まちづくり協議会」が「地域の活性化」や「地域課題の解決」に向けた取組を

“展開”することで実現できると考えています。 

目的１ 多様化する地域の要望や課題に的確に対応することができる地域を創る 

[地域の課題解決] 

多様化する地域の要望や身近な課題を解決するためには，住民や各種団体等が単独

で活動するのではなく，それぞれがつながり地域全体で意見を出し合い，行政も含め

て連携・協力・相互補完することで，より的確に対応することができます。また，自

らが暮らす地域の課題や住民ニーズを把握した上で，早急に取り組む必要性が高いも

のに自ら優先順位を付け，地域全体の合意の基で課題解決に取り組むことが可能とな

ります。 

 

目的２ 地域の将来ビジョンを地域全体が共有することで持続可能な地域を創る 

[地域づくりの継続] 

将来にわたって活力ある地域社会を形成していくためには，自分たちの住む地域が

「将来どのような状況になっていくのか」，「どのような状況にしたいのか」を地域全

体で考え，共通認識を持つことが必要であり，「まちづくり協議会」は，そのような場

となることが期待できます。 

 

目的３ 「ひと」が育つ地域を創る 

[地域づくりを担う人材育成] 

少子高齢化の進展や人口減少，個々の価値観の変化，ライフスタイルの多様化等，

社会構造や住民の意識が変化し続けていることから，今後，各団体等の担い手が不足

することが懸念されます。「まちづくり協議会」に様々な団体，住民を取り込み活動す

ることで，既存団体の活動を補完し合うことができるとともに，地域全体で新たなま

ちづくりの担い手を育てることができます。 
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２-３ 「まちづくり協議会」設立の提案から展開へ 

 市は，各地域の皆様に「まちづくり協議会」の設立を提案させていただき，と

もに設立に携わり，各地区で「まちづくり協議会」が設立されました。現在，各

地区「まちづくり協議会」により，住民や団体，事業者等をつなぎ，地域の活性

化，地域の課題解決につながる取組が始まっています。 

まさに，本市の将来を見据えた「地域づくり」が，「まちづくり協議会」設立の提

案から“展開”へと，新たなステージへと進展したと考えています。 

また，設立に至る過程において，地域の実情や住民の意向，市の考え等を踏ま

え，協議してきた結果，２-２に掲げる目的を達成するために，「まちづくり協議

会」の役割・活動を改めて掲げます。 

「まちづくり協議会」の役割・活動 

 住民や団体，事業者等をつなぐ役割 

 地域の活性化，地域の課題解決につながる活動の実施（防犯・防災，健

康・福祉，親睦・交流の活動） 

※ 活動は，必ずしも新しい活動とは限らないと考えています。これまで住民や

様々な団体，事業者等が実施してきた活動を「より広い範囲で実施する」，

「より多くの方を取り込む」，「活動をより充実させる」ということも考えら

れます。 

※ 「まちづくり協議会」が，住民や地域に存在する様々な団体，事業者等の活

動について，すべて「把握する」・「取りまとめる」・「一緒に行う」というこ

とではありません。 

※ 「まちづくり協議会」が，住民や地域に存在する様々な団体，事業者等と行

政の窓口になるということではありません。 

 

２-４ 「まちづくり協議会」と自治会・町内会の関係 

 ２-１【まちづくり協議会のイメージ図】にあるように自治会・町内会は，「ま

ちづくり協議会」の一員となっていただきたいと考えています。 

自治会・町内会は，住民生活に密着した重要な活動を担いますが，「まちづく

り協議会」は，複数の自治会・町内会を含む一定のまとまりのある地域において，

「地域づくり」や「地域の課題解決」について活動します。 
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 地縁による団体であり，地域の現状を把握し活動している自治会・町内会が，

「まちづくり協議会」の一員となり連携することは，「まちづくり協議会」を運

営する上で，非常に重要であると考えています。 

 

２-５ 「まちづくり協議会」の具体的な「まちづくり活動」の展開 

 「まちづくり協議会」は設立目的の達成に向け，住民や団体，事業者等をつな

ぎ，地域の活性化・課題解決に向け，様々な取組・活動（以下「まちづくり活動」

という。）を“展開”しています。 

 市内において，各地域の特徴や課題は必ずしも一様ではありません。「まちづ

くり協議会」は，地域の特徴や課題を的確に捉え，様々な特色ある「まちづくり

活動」を展開することを想定しています。参考として，これまでの活動の内容や

流れを具体的な活動の例として次に示します。 

【「地域の活性化」や「地域の課題解決」に向けた「まちづくり活動」の例】 

分野 活動内容 

防犯・防災 
防災訓練，危険箇所マップ作成，交通安全教室，救命講習， 

防犯パトロール 

健康・福祉 
健康体験教室（健康づくり・認知症予防・介護等），子育て

支援，見守りネットワーク，ふれあいサロン，買い物支援 

青少年育成 子ども体験教室，寺子屋，登下校見守り 

自然・環境 環境美化活動 

教育・文化 伝統行事，生涯学習 

産   業 
地場産品の消費拡大，コミュニティビジネス※1（買い物支援・

家事支援・移動支援）  

親睦・交流 夏祭り，運動会，敬老行事，コミュニティカフェ※2の運営 

そ の 他 
今後，「まちづくり協議会」によって，独自の「まちづくり

活動」の展開も予想されます。 

                                                   
※1地域の課題を地域にお住いの方々が主体的に，ビジネス手法を用いて解決する取組で

す。 
※2地域にお住いの方々に集える場を提供し，飲食を楽しみながら交流する場です。 
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まちづくり活動 

 

【「まちづくり協議会」活動の流れの例】 ※一例となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●●地区まちづくり協議会 

地域住民 自治会 各団体 事業者等 

各地域の課題・新たな事業等について協議・提案 

地域の理想である将来ビジョンの検討 

意思決定 

①地域の将来ビジョン，年次計画，予算等の策定・決定 

②地域の住民へ情報発信・活動への参画推進（将来ビジョンの共有） 

③地域課題や新たな事業の集約・把握 

④地域課題の解決方法・新たな事業実施方法の検討・調整 

行政が解決すべき課題 
行政との協働により解決

できる課題・事業 

各団体の連携，協力によ

り解決できる課題・事業 

行政・地域住民・各団体

等との協働による活動 

地域住民・各団体等の連

携，協力による活動 

「地域の活性化」・「地域の課題解決」 

目的の達成・将来像の実現 

「理想の地域づくり」の実現 

提案・支援依頼 

・人的支援 

・財政支援 

・活動拠点支援 

行政 

参 考 
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２-６ 「まちづくり協議会」の組織体制 

 「まちづくり協議会」は，一定のまとまりのある地域内の住民や様々な団体，

事業者等で組織されます。「まちづくり活動」は，地域内すべての住民が対象と

なり実施されます。 

 「まちづくり協議会」の組織体制は，地域の実情に合わせて組織するものであ

るため，各地域によって多様な体制となることが予想されます。 

参考として，「まちづくり協議会」の組織体制の例を示します。 

 

【「まちづくり協議会」の組織体制の例】 ※一例となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●●地区まちづくり協議会 

地域福祉部会 

 [活動内容] 

①支え合い・助

け合い活動に関

すること 

②子どもの見守

りに関すること 

交流活動部会 

[活動内容] 

①地域交流に

関すること 

 

 

防災・防犯部会 

[活動内容] 

①防犯・防災に

関すること 

② 交 通 安 全 に

関すること 

 

広報部会 

 [活動内容] 

①広報誌の発

行に関すること 

 

生活環境部会 

 [活動内容] 

①生活環境の

整備に関するこ

と 

 

協
議
機
能 

実
行
機
能 

【意思決定機関】 

役員，事業計画，予算，運営

に関する重要事項等の決定 

【協議会運営機関】 

事業計画，予算，組織運営に

関する事項等の協議 

役員会 

（ 役 員 ） 

総 会 

監 事 

参 考 
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第 3 章 「まちづくり協議会」の範域・設立状況 

３-１ 範域の考え方 

範域※1は，顔が見える範囲，すなわち一定程度の区域の広がりを持ちつつ，住

民相互のつながりが保たれる範囲であり，範域内人口は，１つの「まちづくり協

議会」において，3,000 人から 8,000 人程度と考えています。 

市が考える範域は，「自治会連絡協議会・地域福祉活動計画実行委員会 6地区

※2」を基本としていましたが，守谷地区については，面積も広く，人口も多いた

め，地域の判断によりブロックに分かれて「まちづくり協議会」が設立されまし

た。 

 

３-２ 「まちづくり協議会」の設立状況 

 市内９地区に「まちづくり協議会」が設立し，様々な活動が展開されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
※1 まちづくり協議会を形成する地域の範囲のことを「範域」と称します。 
※2 自治会連絡協議会支部 6地区と地区別地域福祉活動計画実行委員会 6地区は，同範囲で

す。 

【「まちづくり協議会」の設立状況】 

守谷地区は，Aから Eの５ブロックに

分かれて設立することとしており，す

でに4ブロックで「まちづくり協議会」

が設立しています。 

●守谷 A地区まちづくり協議会 

●守谷 B地区まちづくりふれあい会 

●守谷 C地区まちづくり協議会 

●守谷 E地区まちづくり協議会 

※守谷 D地区は未設立 
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協議会名称 範域内人口 設立年月 範域 

北守谷 約 16,700 人 H30.12 御所ケ丘，久保ケ丘，松前台，薬師台 

大野 約 3,000 人 H31.1 野木崎，大柏，立沢の一部 

高野 約 14,900 人 H31.2 
乙子，けやき台，高野，鈴塚，松ケ丘，

美園，本町の一部（南守谷町） 

大井沢 約 2,900 人 R1.7 
立沢（一部除く），大山新田，大木，

東板戸井，西板戸井 

みずき野 約 4,800 人 R1.7 みずき野 

守谷 A 約 3,800 人 R2.2 小山，奥山本田，下新田，柿の沢第

２，セザール取手西，辰新田，サンク

レイドル守谷，奥山新田，愛宕，新愛

宕 

守谷 B 約 8,400 人 R1.12 岩町，原，岩東町，北園，大原，清水，

原本町，栄町，松並青葉西，松並青葉

東，レーベン守谷松並 

守谷 C 約 4,900 人 R2.3 土塔中央，土塔本町，土塔新山，ライ

オンズ守谷駅前プレミアム，黒内，高

砂町，やなぎ町，サーパスシティ守

谷，レクセルプラザ守谷，さつき台，

旭町，海老原町，パラッシオ守谷 

守谷 E 約 4,400 人 R2.3 仲町，山王様前，つくし野，上町，若

松町，赤法花，左近，上若，坂町，守

谷コモンズ，同地，下町，城山，城内，

新町，県営住宅 

※ 守谷 A・B・C・E の範域は，自治会・町内会名及びマンション等の名称で表

記しています。 
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第 4 章 守谷市における「まちづくり協議会」の将来像 

「まちづくり協議会」設立の具体的な目的として掲げた「多様化する地域の要

望や課題に的確に対応することができる地域を創る」，「地域の将来ビジョンを

地域全体が共有することで持続可能な地域を創る」，「『ひと』が育つ地域を創る」

を実現することで，「行政主導のまちづくり」から「地域主導・住民主導のまち

づくり」へと転換し，近い将来に各地区の「まちづくり協議会」が「地域自治組

織※１」へ発展することを期待しています。 

 

将 来 像 

地域自治組織への発展 

 

 社会構造や住民の意識が日々変化する中で，住民一人ひとりが，本市を愛し，

誇りを持ち，「終（つい）のすみか」と望み，誰もが幸せに暮らせる「まち」を

創るためには，各地域において，地域づくりの理念や方向性，将来ビジョンを住

民自らが決め，自らの手で地域を創っていくことが必要です。まさに「各地域の

状況に即し自らが治める」ということであり，これは「地域自治組織」の確立と

なります。 

 そして，市と地域や住民が，共に思い描く「理想の地域づくり」の始まりでも

あります。 

 各地区の「まちづくり協議会」が，「地域自治組織」へと発展することで，持

続的に地域力を創造することができ，行政のパートナーとして，誰もが幸せに暮

らし続けられる個性豊かで活力ある「地域」を創ることができると考えています。 

 これにより，「住民くらし満足度ナンバーワン」の“まち”を実感することが

できると考えています。 

 

 

 

 

 

 

                                                   
※１一定のまとまりのある地域において，「地域の活性化」や「地域課題の解決」へ地域自

らが取り組むとともに，地域のことを地域自らが決め，それを実行する組織です。 
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第 5 章 守谷市（行政）の支援体制 

市は，「まちづくり協議会」に対し，人的支援，財政支援，活動拠点の支援の

三つの支援を掲げ，それぞれ制度を構築し，取り組んでいます。 

 

５-１ 人的支援（まちづくり協議会支援員制度） 

「まちづくり協議会」に，市職員及び社会福祉協議会職員を支援担当職員とし

て配置します。 

 

５-２ 財政支援（まちづくり協議会活動支援交付金制度） 

 「まちづくり協議会」に，活動支援交付金を交付します。 

（算出根拠） 

［均等割額 1,000,000 円］+［地区内人口×100 円］+［75 歳以上人口×850 円］ 

 

 

５-３ 活動拠点の支援 

 「まちづくり協議会」が活動するための拠点（事務所的な場所）づくりを支援

します。 

※既存の施設がある地区においては既存の施設を活用しています。 

 

【「まちづくり協議会」の活動拠点（事務所）等】 

協議会名 活動拠点（事務所）等 

北守谷  北守谷公民館敷地内 事務所 

大野  地域子育て支援センター内 事務所 

高野  高野公民館敷地内 事務所 

大井沢  もりや学びの里内 事務所 

みずき野  みずき野集会所 

守谷 A  （事務所なし）愛宕公民館にて会議を実施 

守谷 B  原自治公民館・栄町自治公民館内 事務所 

守谷 C  （事務所なし）土塔新山公民館にて会議を実施 

守谷 E  （事務所なし）保健センター等にて会議を実施 

地区敬老行事費用 
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